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１　序論

　近年，我が国では「キャリア教育」と呼ばれる取り

組みが盛んに行われるようになっている。端的には

「児童生徒一人一人の勤労観，職業観を育てる教育」１
)

と説明され，学校教育と職業生活との円滑な接続が企

図されているキャリア教育は，今日では我が国の学校

教育における１つの中心を成すものと言っても過言で

キャリア教育の胎動期における文部行政と労働行政の連携

―場としての「総合的な学習の時間」に着目して―
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Co-operation between Educational Administration and Labor Administration at the Movement of a Fetus of Career Education in Japan 

―Focusing on ‘the Period of Integrated Study’ as a Stage of Co-operation―

Junichi MURAKAMI

　Nowadays, ‘career education’ is widely implemented in schools in Japan. The purpose of career education is fostering children's 

basic skills and knowledge of work, and one of the characteristics of career education is the ministerial co-operation in the process 

of policy making.

　The beginning of such co-operation is the one between educational administration and labor administration at the end of 1990s, 

and by virtue of the introduction of the Period of Integrated Study, such co-operation has occurred. This paper shows the detail 

of the co-operation, by focusing on the characteristics of the Period of Integrated Study that enabled labor administration to co-

operate with educational administration.

はないほど盛んに行われているものといえる。

　このキャリア教育は，我が国の学校現場において長

年にわたり営々と続けられてきた取り組みではなく，

時期としては2000年前後からその言葉が聞かれるよ
うになった，比較的新しい取り組みである。そしてこ

のキャリア教育の起点となるものを考えたとき，多く

の先行研究で注目されているのが2003年６月に発表
された「若者自立・挑戦プラン」である２)

。近年のキャ

リア教育の政策展開について，「大きな流れを作る契

機となったのは，2003年の『若者自立・挑戦戦略会議』
の発足と『若者自立・挑戦プラン』の発表」３

)
という

指摘が見られるほか，「日本の本格的な若年者雇用政

策は，2003年６月に取りまとめられた『若者自立・挑
戦プラン』を嚆矢とする」４

)
という記述も見られるな

ど，教育のみならず雇用・労働政策の面からも，「若

者自立・挑戦プラン」の発表は注目すべき出来事で

あったことが窺える。

　しかしその一方で，「（筆者註：キャリア教育導入

の）先陣を切ったのは，1999年12月に出された中央
教育審議会答申」５

)
，「わが国でキャリア教育の本格的

な取り組みの契機となったのは，1999年12月の中央
教育審議会答申『初等中等教育と高等教育との接続に
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ついて』である」６
)
など，キャリア教育の起点として，

1999年12月16日の中央教育審議会答申７)
を挙げている

ものもまた少なくない。そして，詳細は後述するが，

この答申以降の政策動向に目を向けると，2000年４
月から文部省が「キャリア体験等進路指導改善事業」

を開始しているほか，労働省も『2000年版労働白書』
において若年者雇用の問題を取り上げて若者の就職に

対する目的意識の低下を指摘しており，2000年12月
には文部省・労働省合同で「高卒者の職業生活の移行

に関する研究会」が設置されるなど，上記「若者自立・

挑戦プラン」が発表される以前から文部省と労働省と

が連携して８)
キャリア教育の取り組みを始めていたこ

とが確認される。また前記「若者自立・挑戦プラン」

が，第１回の「若者自立・挑戦戦略会議」が開催され

てから僅か２ヶ月後，第２回の同会議において発表さ

れている９)
ことを踏まえれば，2000年前後からキャリ

ア教育の「胎動」10
)
といえる動きが既に現れていたこ

とは容易に理解できるものといえよう。

　このキャリア教育の「胎動」にあたる動きを考える

とき，文部省と労働省とが連携しての取り組みがなされ

ているという点は，我が国の「省庁組織が非常に安定し

ており，その枠組みが硬直的である」11
)
という特徴を踏

まえれば，大いに注目すべきものということができる。

特に，文部省が「自らの殻に閉じこもりがち」12
)
といわ

れてきたことに鑑みれば，それは尚更である。また，「若

者自立・挑戦プラン」発表後のキャリア教育の政策展開

に限れば，これを「日本で初めての省庁横断的な若者政

策」13
)
として関係省庁間の連携に注目している先行研究

も見られるものの，同プラン発表以前の関係省庁間の連

携を取り上げている論稿は管見の限り見当たらない。

　以上を踏まえ，本稿では中教審「接続答申」が出さ

れてから「若者自立・挑戦プラン」が発表されるまで

の時期をキャリア教育の「胎動期」と位置づけ，その

中での文部行政と労働行政との連携について分析を

行っていくこととする14)。何がこの連携を媒介し，ま

たなぜ連携が可能となったのか。こうした点につい

て，筆者が各省庁の政策担当者に対して実施したイン

タビューのデータも用いつつ分析を進めていくことに

したい。

２　文部行政と労働行政の関係とその変化

　文部行政と労働行政との連携について，従来，学校

教育に関わる施策でそのような動きが見られることは

まずなかったといえる。こうした連携が図られる場面

が特に見られなかったことは，大きく我が国の行政構

造上の特質と，学校教育と職業生活との接続をめぐ

る学校と企業との関係の２点から説明することができ

る。キャリア教育の胎動期における文部行政と労働行

政との連携を考える前に，学校教育の中での施策に関

してこうした連携が見られてこなかった要因と，そう

した省庁間の関係に変化をもたらすことになった近年

の社会的な背景をまとめておくこととする。

Ａ　行政構造上の特質

　戦後わが国の行政構造は，「中央省庁主導のタテ割

りの画一行政システム」15
)
に特徴づけられてきた。こ

れを中央省庁のレベルで見てみると，そこには「一定

の所管領域を分担して担当しており，各省庁は，その

領域内で発生するできごとに対しては，排他的に関与

し制御する権限を有している」16
)
という特質を見出す

ことができる。

　もちろん，タテ割りの行政構造が形作られているこ

とと，省庁間での連携がまったく図られないこととは

イコールではない。2001年の中央省庁再編以前，たと
えば経済企画庁や科学技術庁といった「大臣庁」が設

置されていたが，これらは単一省庁の所管領域には収

まりきらないその時々の課題に対する省庁間での調整

機能強化を目的として設置されたものとされている17
)
。

ただし，「新たな行政需要が生まれた場合，それがど

の省庁のテリトリーに属するものか明白でないときに

は，複数の省庁間でその所管をめぐって紛争が生じる

ことになる」18
)
といわれるように，所管省庁が明らかで

ない新たな事象が生じた場合には，関係省庁間での連

携が図られるのではなく所管をめぐっての縄張り争い

が生じるのが常であり，大臣庁が省庁間の連携を促す

ものにはなっていなかったといえる。「セクショナリズ

ム」とも表現されるこうしたタテ割りの行政構造は「組

織の生理に根ざした現象」であるという指摘もあり19
)
，

１つの政策をめぐって複数の省庁が連携を図ることは

稀有であったことを容易に見て取ることができる。教

育では「文部省を頂点とする一種の『独立王国』とも

いうべきタテ系列の行政システム」20
)
が形成されていた

とされ，文部省が他省庁と連携して１つの政策を行う

ということは，我が国の行政構造上の特質から見ても

稀有なものであることが指摘できるのである。

Ｂ　学校と企業との関係

　もう１点，学校教育と職業生活との接続をめぐる学

校と企業との関係からも，学校教育の中で文部行政と
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労働行政との連携が行われてこなかった要因を説明す

ることができる。

　背景にあるのは，「日本型雇用慣行」と呼ばれた，我

が国に長年にわたって存在してきた独特の雇用慣行で

ある。「終身雇用」，「年功序列」そして「企業別労働組

合」という，「三種の神器」とも称される３つの特徴に

代表されるこの雇用慣行の下では，「学校教育を終えた

若者を企業内で教育し，職業能力を身につけさせるシ

ステム」21
)
が形作られていた。職業生活を営む上で必要

とされる知識や技能・能力は企業でのOJT（オン・ザ・
ジョブ・トレーニング）の中で身につけるものとされ

ており，企業は「学卒者自身が知識で事前に武装する

よりは『無地のキャンバス』であることを望んだ」22
)
の

である。学校教育において職業生活に関わる内容を扱

うことを企業側は求めておらず，従って文部行政と労

働行政とが学校教育の中で連携を図ることも従来は必

要とされていなかったということができる。

Ｃ　2000年前後に生じた変化
　このように，学校教育の中での取り組みに関して文

部行政と労働行政とが連携を図ることは，我が国の行

政構造上の特質からも，また学校教育から職業生活へ

の移行をめぐる学校と企業との関係からも，従来は生

じ難い現象であったということができる。しかし2000
年前後，こうした背景に変化が表れ，両者が連携を取

ることの重要性が高まってくることになる。

　まず学校と企業との関係から見ていくと，1990年
代に入ってからのバブル経済崩壊による不況の到来

が，「日本型雇用慣行」に基づいていた企業の採用行

動に変化をもたらすこととなった。具体的には，「新

規学卒者を大量に一括して採用し，終身にわたって雇

用し，年功によって処遇するといった人の採用と処遇

から，必要な人材を，必要なときに，必要なだけ採用

し，その能力に応じて処遇する」23
)
という方向への転

換を図る企業が少なからず見られるようになった。そ

してこうした採用行動の下では，企業は「即戦力とな

る人材であるか否か」24
)
を重視することとなり，それ

は即ち，職業生活上の基礎となる能力や技能といった

ものを学校教育の段階で身に付けることが要求される

ようになったということでもあった。

　一方，行政構造の面では，キャリア教育の胎動が現

れ始めた当時は2001年の中央省庁再編に向けた改革が
進められている時期でもあった。中央省庁再編に向け

て開催された行政改革会議では，再編の目的として「各

省庁の縦割りと，自らの所掌領域には他省庁の口出し

を許さぬという専権的・領土不可侵的所掌システムに

よる全体調整機能の不全といった問題点の打開」25
)
が掲

げられ，省庁の大括り再編成のほか，内閣機能強化の

核として内閣府を設置し，各省庁に対する強力な調整

権限をそこに付与することなどが試みられた26
)
。省庁

間のセクショナリズムを打破し，複数省庁が連携・協

力するようになるための構造改革が模索されていたと

いえる。

　キャリア教育の胎動期は，このように従来からの学

校と企業との関係にも，また「タテ割り」に象徴され

てきた行政構造上の特質にも大きな変化が現れようと

していた時期であった。こうした社会的背景の下で，

では文部行政と労働行政とはどのようにして連携を進

めていくことになったのか。次節からその詳細を見て

いくことにしたい。

３ 　1990年代の両者の動向と単一省庁の枠を超えた２
つの会議

Ａ　文部行政の動向

　既述のとおり，文部省関連の政策文書においては

「接続答申」で初めて「キャリア教育」の語が記され

た。しかし，その前史を辿ると，1990年代半ばにはこ
の「接続答申」に繋がる問題意識が表明されていたこ

とを確認できる。

　具体的には，1997年１月に発表された「教育改革プ
ログラム」では「インターンシップ（学生が在学中に

自らの専攻，将来のキャリアに関連した就業体験を行

うこと）の推進」が述べられているほか，1997年６月
26日の中教審答申「21世紀を展望した我が国の教育の
在り方について」の中でも高等学校における進路指導

見直しの必要性が述べられており，1998年７月23日
の理科教育及び産業教育審議会答申「今後の専門高校

における教育の在り方等について」では，「『初等中等

教育における職業教育は専門高校においてなされるべ

きもの』という従来の認識を改める」ことが提起され

ている。高等教育段階から初等中等教育段階へと徐々

に段階を広げながら，職業生活に繋がる内容を学校教

育の中で扱う必要性の高まりを述べていることが確認

される。

　また，「接続答申」が出されたのは1999年末のこと
であるが，答申は1998年12月３日を第１回とし約１年
間にわたって開催された中教審「初等中等教育と高等

教育との接続の改善に関する小委員会」での議論を踏

まえて出されたものであり，諮問の段階で「学校教育
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と職業生活との接続にかかわる課題についても，御検

討をいただきたい」という文言が見られるように，接

続答申で「キャリア教育」という言葉が現れたのは決

して突発的な事象ではないことが分かる。1990年代半
ばには文部行政において従来の進路指導・職業指導を

見直すこと，そして学校教育の中で職業観・勤労観や

職業生活上必要な知識・技能を育む必要性が生じてい

ることが認識されていたことを確認できるのである。

Ｂ　労働行政の動向

　一方，労働行政の側でも，雇用慣行の変化と，それ

に伴い学校教育と職業生活との接続の在り方を見直す

必要性が生じていることを1990年代に入った頃には
認識するようになっていたことが確認される。

　1990年に実施された「若者の職業意識に関する調査」
および「新規大学・短大卒業就職者の就職離職状況調

査」の結果，いわゆる「７・５・３現象」，即ち「学

校を卒業後，就職した会社を３年以内にやめる確率に

ついて，中学卒が７割，高校卒が５割，大学卒が３割

に達する」27
)
という現象が確認された。これを踏まえ，

労働省は特に高等学校での進路指導を取り上げて，「や

やもすれば成績を主たる基準とした就職指導が行われ

がちであり，このことが，高校生の適性・興味にあっ

た進路選択を妨げ，ひいては早期離転職や職務満足の

低下につながっている」として，「変わりつつある職

業・産業の実態について，できる限り実体験を通じて

その理解を促すとともに，高校生が自己の意志と適性

に基づき職業選択を行うことができるような能力を培

うための指導の充実を図る」ことを提起している28)。

　そして，中教審「接続答申」発表の約４か月前とな

る1999年８月13日，労働省は「第９次雇用対策基本計
画」を発表し，その中に「若年者の職業意識啓発対策」

として以下の記述を盛り込んでいるのである29)。

　　…地域や産業界の協力を得て，学校教育の各段階

において職場体験等啓発的な体験を行う機会を充実

し，働くことの意義や職業についての知識が深めら

れるよう，進路指導や職業指導の充実を図る。特に

大学，高等学校，専修学校等におけるインターン

シップについて，関係省庁が連携しつつ，その積極

的な推進を図る。

　このように，労働行政では1990年代に入った頃から
従来の進路指導の在り方に疑義を呈するようになって

おり，「接続答申」が出される頃には，関係省庁連携

の下での新たな施策を行う必要性を認識していたこと

が確認されるのである。

Ｃ　ものづくり懇談会と教育改革国民会議

　ここまで見てきたように，両者とも1990年代末まで
には従来の学校教育と職業生活との接続の在り方を見

直す必要性を認識しており，そのことを文部省では「接

続答申」の中で「キャリア教育の実施」として提起し

たわけであるが，ではすぐに文部行政と労働行政とが

連携して具体的な取り組みが始められたのかという

と，決してそういうわけではない。「森羅万象所管主

義」30
)
ともいわれるタテ割りのセクショナリズムの構造

が，両者が連携に向けた結節点を見出すことを非常に

困難にしていたのである。2000年前後，そうしたセク
ショナリズムの在り方を象徴する，２つの「単一省庁

の枠を超えた」会議・研究会が開かれている。1999年
12月から開催された「ものづくり懇談会」と，2000年
３月から開催された「教育改革国民会議」である。

　「ものづくり懇談会」は，ものづくり産業の保護・育

成や，ものづくりを担う人材の育成を主題として，文

部省・労働省や通商産業省・科学技術庁といった官庁

の協力を得て内閣官房が庶務を行った懇談会である。

産業を支える人材の育成を扱う懇談会の事務方として

文部省と労働省とが顔を合わせる機会が持たれたこと

になるが，この懇談会の活動を基に作成された『もの

づくり白書』は，どの部分をどの省庁が担当したのか

が容易に窺える，各省がそれぞれ別個に作成した記事

を繋ぎ合せた様相が見て取れる内容となっている31
)
。

　一方，「教育改革国民会議」は首相直属の諮問会議

として開催されたものであり，事務局は内閣内政審議

室に教育改革国民会議担当室が設置された。2000年
12月には報告書「教育を変える17の提案」が発表され，
その中に「職業観・勤労観を育む教育を推進する」と

いう内容も盛り込まれている。

　ただし，事務局のメンバーを見てみると，担当室の

室長は銭谷眞美・文部省官房審議官，副室長２名のう

ち１名を山中伸一・文部省高等教育局主任視学官（役

職はともに当時）が務めており，あくまで文部省の職

員が中心となる構成が取られていたことが分かる。報

告書の「職業観・勤労観を育む教育を推進する」とい

う記載も「接続答申」を受けてのものであり，首相直

属の諮問会議とはいえ，文部省以外の他省庁が教育政

策に携わることはこの時点でも困難であったことが窺

えるものとなっている。

　このように，少なくとも形の上では単一省庁の枠を
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超えた会議・懇談会が設置されても，そこが文部省と

労働省との間のセクショナリズムを越える突破口には

ならなかったことが確認される。2001年の中央省庁
再編に関わっては省庁間の調整機能の一環として内閣

府が設置され，内閣府に複数省庁の集う会議を設置す

ることによって省庁間のセクショナリズムを打破する

ことが企図されているが，そうした複数省庁の集う会

議を設置するだけでは必ずしも省庁間の連携を促す契

機にはならないことを，本節で取り上げた２つの事例

からも指摘することができよう。

４　「総合的な学習の時間」を場とした両者の連携

　このように，同様の問題意識は抱いていたものの連

携を取る機会を持てずにいた文部行政と労働行政であ

るが，2000年代に入った頃，学校教育の現場に，両
者が連携してキャリア教育の施策を展開することを可

能にする場がまさに予期せぬ形で現れることになる。

それは2002年度（高等学校は2003年度）からの学習
指導要領改訂に伴って導入されることになっており，

2000年度から一部の学校で先行実施が始められた「総
合的な学習の時間」であった。

　「総合的な学習の時間」開設にあたり，その内容は

主に文部省の教育課程審議会で扱われていた。教育課

程審議会における審議の過程で労働省と文部省との間

での連携が図られた場面は特に見受けられず，同審議

会での議論を経て，文部省は「総合的な学習の時間」

の具体的な内容として「国際理解」，「情報」，「環境」，

「福祉・健康」の４領域を例示した。ただし，これら

はあくまで「例示」であり，基本的には「文部省が指

導内容を具体的には示さず，また教科書もない」32
)
と

いう特質を備えた，実施主体に大きな裁量が与えられ

ていたものが「総合的な学習の時間」であった。

　この「総合的な学習の時間」が学校教育の中に設置

されたことについて，厚生労働省職員のＡ氏は筆者が

行ったインタビューの中で，そのインパクトを以下の

ように述べている33)。

　　「『総合的な学習の時間』が創設される前から，『特

別活動』という位置づけで職場体験活動を細々と

やっているようなケースがあって，そこでは，労働

行政の学校教育への相乗りは一応可能だった。それ

ぞれの教科教育については完全排除ですよね。そう

いう意味では，やはり場として『総合的な学習の時

間』という場ができたことは非常に大きなインパク

トになっています。」

　それまでは特別活動の中で辛うじて職場体験の取り

組みに加わることができたに過ぎなかった労働行政に

とって，「総合的な学習の時間」が設けられたことに

よって如何に学校教育での文部行政との連携が取りや

すくなったかが，この発言には端的に表れている。事

実，2000年９月に発表された「ものづくり基盤技術基
本計画」34

)
の中には，「新たに創設された『総合的な学

習の時間』において，各学校の創意工夫を生かした教

育活動の中で，ものづくりなどの体験的な学習の推進

を図る」という記述が見られ，労働行政が職業体験の

場として「総合的な学習の時間」を重視していたこと

が確かに見て取れる。文部行政と労働行政とが連携し

てキャリア教育の取り組みを進めていく中で，「総合

的な学習の時間」という場が設定されたことの意味が

いかに大きかったかを，こうした点は物語っていると

いえよう。

　一方，文部行政の側では，「総合的な学習の時間」

が職業体験をはじめとするキャリア教育の場として活

用されることはどのように捉えられていたのか。この

点について，文部科学省職員のＢ氏は筆者が行ったイ

ンタビューの中で以下のように述べている35)。

　　「キャリア教育の場として『総合的な学習の時間』

が考慮されていたわけでは，決してなくて。『例え

ば～』という４領域あったじゃないですか，『国際理

解』とか。あの中にキャリア教育は入っていなかっ

たですよね。だから，『総合的な学習の時間』を開

設して動き始めてみたら，どうやらキャリア教育を

行う場としてとてもいいよね，ということに後から

なってきたという感じですね。もちろん，『生き方を

考えさせる』ということが目標のところにくっ付い

ていたので，キャリア教育とまるっきり背反してい

るわけではないんだけれども，それほど明確にキャ

リア教育の場として『総合的な学習の時間』を位置

づけるという動きはなかったです，当時は。中核的

な場としては想定していなかったと思います。」

　文部科学省としては，当初から「総合的な学習の時

間」の中でキャリア教育が行われることを想定しては

いなかったものの，いざ実践が始まってみれば，キャ

リア教育もまた「総合的な学習の時間」の具体的な内

容に相応しいものの１つであったことがこの発言から

は窺える。2000年度から学校教育の中に開設され始
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めた「総合的な学習の時間」は，文部行政と労働行政

とが連携してキャリア教育の施策を展開する場として

大きな意味を持つことになったのである。

　では，「タテ割り」に特徴づけられてきた行政構造

の中で，なぜ両者は「総合的な学習の時間」を場とし

てキャリア教育の施策に連携して取り組むことができ

たのか。この点を考えたとき，大きく２つの理由を挙

げることができる。

　１点目は，「総合的な学習の時間」に，労働行政が

キャリア教育の場として活用する余地が残されていた

こと，即ち，文部行政がその内容を１から10まで全
て設定するのではなく，実施する側がある程度自由に

活用できる部分を設けたことで，文部行政が排他的に

所管するのではない「内容の空白域」が見出されたこ

とである。労働行政が自身の意図するところに沿って

色付けをできたという意味で，その「空白域」はまさ

しく「無地」のものであったともいえる。この「空白

域」を活用した新たな施策の試みというのは，「国が

あらかじめモデルを示すのではなく」，地方公共団体

からの「自発的な提案」を基に実際の施策が形作られ

ていった構造改革特区36)に類似するものともいうこと

ができる。いずれにせよ，「総合的な学習の時間」の

全ての部分が文部行政の排他的所管領域とはなってお

らず，「空白域」が存在していたことで，労働行政が

これを活用する可能性が開けたという点を両者の連携

を可能にした点としてまず指摘することができる。

　そしてもう１点は，「総合的な学習の時間」をキャ

リア教育の場として活用するという労働行政側の意図

が，文部行政にとって相容れない発想ではなかったと

いうことである。これは即ち，キャリア教育に取り組

む必要性の背後にある課題の認識を，労働行政と文部

行政とが事実上共有していたということでもある。共

通の課題認識があったことで，どの省庁の所管領域か

明白でない新たなフィールドをめぐる紛争の発生が回

避できたのである。共通の課題認識を有していたこと

が，文部行政と労働行政との連携が進んだ２つ目の要

因であるといえる。

　以上の連携のプロセスと，連携が可能となった背景

を模式図で整理すると，以下のように表すことができ

る。

　まず，「従来からの進路指導・職業指導を見直すこ

との必要性」を，文部行政・労働行政が課題認識とし

て抱く。＜図１＞

　次に，両者の間に「総合的な学習の時間」という，

内容に「空白域」を有する新たな施策が設けられる。

＜図２＞

そして，その「空白域」にグラデーションを描くか

のように，両者の間での連携が図られるようになる。

＜図３＞

　キャリア教育の胎動期における文部行政と労働行政

の連携のプロセスは，このように整理することができ

る。

　なお，高等学校も含めて学習指導要領改訂がなされ

た後の調査となるため，本稿が対象としている時期か

らは少々年月を経てからの資料になるものの，2004
年度に国立教育政策研究所が実施した「職場体験・イ

ンターンシップ等実施状況調査」の結果から，中学

校で行われている職場体験学習のうち実に８割近くが

「総合的な学習の時間」において実施されていること

が明らかとなっている。キャリア教育を行う上で「総

合的な学習の時間」が担った役割の大きさを，この点

からも窺い知ることができる。

　一方，その後のキャリア教育の政策展開に目を向け

てみると，2000年12月に文部省と労働省とが合同で

文部行政 労働行政

＜図１＞

文部行政 労働行政

＜図２＞

文部行政 労働行政

文部行政 労働行政

＜図３＞
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設置した「高卒者の職業生活の移行に関する研究会」

は年が明けて中央省庁再編が行われた後も文部科学

省・厚生労働省合同で開催が続けられ，2002年３月に
最終報告が出されるまでに６回の研究会と13回の専
門部会が開催された。2002年の11月には，文部科学省
は「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力

者会議」を，厚生労働省は「若年者キャリア支援研究

会」を設置し，前者には厚生労働省が，後者には文部

科学省がオブザーバーとして参加した。そして2003年
になり「若者自立・挑戦プラン」が策定される頃には，

同プランに「『総合的な学習の時間』等を活用しつつ」，

「学校の教育活動全体を通じ，子どもの発達段階を踏

まえた組織的・系統的なキャリア教育を推進する」と

いう文言が記されるほど具体性の高いキャリア教育の

取り組みが展開されるようになっていく。「若者自立・

挑戦プラン」発表以前から，キャリア教育の取り組み

をめぐっては文部行政と労働行政との連携が既になさ

れつつあったのであり，両者の連携を媒介した大きな

要因として2000年代に入り学校現場に現れた「総合的
な学習の時間」があったということを，こうした政策

展開からも見て取ることができよう。

５　結語

　以上，本稿では1990年代末から2003年の「若者自
立・挑戦プラン」発表までを「キャリア教育の胎動期」

と位置づけ，その中での文部行政と労働行政との連携

について分析を行ってきた。ここで改めて，本稿から

得られた知見をまとめておくことにしたい。

　キャリア教育の胎動期における文部行政と労働行政

との連携を媒介したもの，それは2000年から学校教
育の中で実施が始められた「総合的な学習の時間」で

あった。そして「総合的な学習の時間」が両者の連携

の媒介項として機能した要因は，大きく以下の２点に

まとめられる。即ち，１点目は「総合的な学習の時間」

の具体的な内容を全て文部行政が設定していたのでは

なく，労働行政がキャリア教育を試みるための「内容

の空白域」が存在していたということ，そして２点目

は，所管省庁が定まっていない新たな領域の出現が逆

に両者の連携を促進した背景として，学校教育と職業

生活との接続をめぐる新たな形が求められているとい

う共通の課題認識を両者が有していたということであ

る。課題認識の共有と，その課題を実践に移すための

「空白域」の存在，この２点が，キャリア教育の胎動

期における文部行政と労働行政との連携を可能にする

要因となったのである。

　最後に，残された課題を２点挙げておきたい。

１点目は，本稿での分析が時期の限られた１つの政

策のみから行われている点である。知見として提示し

た内容が，ある政策をめぐって２つの省庁間で行われ

る連携，いわゆる「ニ省間調整」をどの程度一般性を

もって説明できるものであるかは，更なる分析事例の

蓄積が必要になるといえる。

　また，本稿の分析対象とした時期に中央省庁再編が

行われたことは文中で何度か触れたとおりであるが，

本稿では中央省庁再編はあくまで当時の社会的背景の

１つとして位置づけるに留めている。しかし，我が国

の行政構造の変遷を考えたとき，中央省庁再編がも

つインパクトは決して小さなものではないといえる。

キャリア教育の胎動期における文部行政と労働行政と

の連携を考える際，中央省庁再編の直接的な影響が

あったのか否かという点や，その影響の具体的な程度

についても，更に深い分析が求められるところといえ

よう。

　ただし，これらについては本稿では課題として提示

するにとどめ，その詳細な分析は他稿に期すことにし

たい。

【謝辞】

インタビュー調査にご協力いただいた両省職員の方
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３） 児美川（2007）p.101
４） 樋口（2011）p.58
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８） 「連携」という語の意味について，広辞苑では「同じ目的を持
つ者が互いに連絡をとり，協力し合って物事を行うこと」とある。
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18） 森田（2007）pp.272-273
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た。当時，Ａ氏は同省職業能力開発局に所属されていた。

34） 「ものづくり基盤技術基本計画」の策定にあたっては，2000年
３月から労働省の審議会である中央職業能力開発審議会で主に審

議が行われていた。

35） 文部科学省Ｂ氏へのインタビューは2009年11月20日に実施し
た。当時，Ｂ氏は文部科学省初等中等教育局児童生徒課に所属さ

れていた。

36） 飯塚・谷口（2004）pp.165-167
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